
入札公告 

次のとおり、条件付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定によ
り公告する。 

この入札公告に定めるもののほか、入札に関して必要な事項は、東広島市物品調達等及び委託役務条件付一般競争入札公告共
通事項及び同細則による。 

 

令和３年１１月２２日 

東広島市長 髙垣  

１ 入札に付する事項 

（１）物品・委託役務の名称 令和３年度償却資産データパンチ業務 

（２）物品・委託役務管理番号 13030039 

（３）物品委託役務内容 償却資産申告書及び種類別明細書のデータパンチ入力。 

（４）納入・履行期間 契約締結日の翌日から令和４年３月３１日まで 

（５）納入・履行（就業）場所 受注者が所管する作業場で発注者に届け出た場所 

（６）予定価格 落札後公表 

（７）最低制限価格 なし 

（８）入札方式 一般競争入札 

（９）入札区分 紙入札 

（10）使用する契約約款 業務委託契約約款（成果物の製造） 

（11）契約種別 複数単価契約 

（12）収入印紙 要 

 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

次に掲げる要件を全て満たしていること。 

ア 令和 3 年 1 月 1 日～令和 6 年 12 月 31
日までの東広島市物品役務等競争入札
参加資格として次の入札参加資格認定
区分の認定を受けている者 

情報処理＞データパンチ入力 

イ 法令等による登録等 次のいずれか 

・一般財団法人日本情報経済社会推進協会（以下「ＪＩＰＤＥＣ」という。）か
らプライバシーマークの付与を受けていること。 

・ＪＩＰＤＥＣから認定を受けた認証機関による情報セキュリティマネジメン
トシステム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度の認証を取得していること。 

ウ 技術者 問わないものとする。 

エ 営業所等所在地 
※本店とは、法人にあっては登記されている
本店とし、個人事業者にあっては営業活動の
本拠を置いている場所とする。 
※営業所とは、法人においてその所在する市
（町）の法人市（町）民税の申告のある営業
所とする。 

広島県内に本店を有する者。 

オ 会社の履行実績 問わないものとする。 

カ その他 令和元年８月２６日付け「東広島市物品調達等及び委託役務条件付一般競争入
札公告共通事項」の２（１）のいずれにも該当しないこと。 

３ その他の入札条件 

(1) 入札書は、本市所定の様式（東広島市物品調達等及び委託役務競争入札心得（平成２１年東広島市告示第８３号）別記様式

第４号）によらず、本公告において定める様式「複数単価契約入札書（令和 3 年 11 月 22 日公告・令和 3 年度償却資産デー

タパンチ業務）」とする。 

(2) 消費税に係る課税事業者にあっては、「単価」の欄の記載金額は、消費税及び地方消費税の額を含まない１銭（0.01 円）以

上の額とし、有効桁数は小数第２位とする。また、単価の欄の記載金額を契約単価とする。 

(3) 消費税に係る免税事業者にあっては、「単価」の欄の記載金額は、契約希望単価の１１０分の１００に相当する１銭（0.01

円）以上の額とし、有効桁数は小数第２位とする。ただし、当該金額の１０パーセントに相当する額（当該額に小数第２位未

満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を加算した金額を契約単価とする。 

(4) 「単価×発注予定数量」の欄には、単価と発注予定数量を乗じて計算した額（当該額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てるものとする。）を記載するものとする。 

(5) 「入札金額（合計）」の欄には、「単価×発注予定数量」に記載した金額の合計を記載するものとする。 

(6) 上記(1)～(5)によらない入札書は、その入札を無効とする。  

物品調達等及び委託役務 



４ 日程等 

手 続 き 等 期 間・期 日 等 場 所 ・ 留 意 事 項 

ア 公告日 令和３年１１月２２日  東広島市ホームページに掲載及び東広島市総務部契約課（契約担当課）で閲覧
に供する。 
 閲覧場所は「６問い合わせ先（契約担当課）」に記載のとおり。 

イ 仕様書及び見本
等閲覧期間 

令和３年１１月２２日～ 

令和３年１２月１３日 

 東広島市ホームページに掲載及び契約担当課で閲覧に供する。 
 見本等の有無 ： 無 

ウ 同等品確認期間
（物品の買入れ
及び借入れに限
る） 

 

 
 

 同等品で応札する場合は、同等品規格確認票（東広島市物品調達等及び委託役
務競争契約入札心得（平成２１年東広島市告示第８３号。以下「入札心得」とい
う。）別記様式第２号（第４条関係））により発注担当課へ持参またはファックス
すること。ファックスする場合は、その旨を発注担当課へ事前に電話連絡するこ
と。 
 なお、同等品確認に対する認定のない同等品での応札は認めない。同等品規格
確認票の提出先は、「オ 質問書提出期間」に記載の発注担当課とする。 

エ 同等品確認回答
閲覧期間 

 

 

東広島市ホームページに掲載及び発注担当課で閲覧に供する。 

オ 質問書提出期間 令和３年１１月２２日～ 

令和３年１１月３０日 

（午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分） 

質問書は、本市所定の様式（東広島市物品調達等及び委託役務競争入札心得 
（平成２１年東広島市告示第８３号）別記様式第１号（第４条関係））により発注
担当課へ持参またはファックスすること。ファックスする場合は、その旨を発注
担当課へ事前に電話連絡すること。 
 財務部 資産税課（発注担当課） 
 東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館５階） 
 電話番号 082-420-0911  ／ファックス番号 082-420-0430 
 質問書提出期間終了後の質問は受け付けない。 
 質問書の様式は東広島市ホームページからダウンロードできる。 

カ 回答書閲覧期間 令和３年１２月３日～ 

令和３年１２月１３日 

東広島市ホームページに掲載及び発注担当課で閲覧に供する。 

キ 入札期間 令和３年１２月９日～ 

令和３年１２月１０日 

（午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分） 

入札場所  
 東広島市総務部契約課（契約担当課）  
 東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階） 
入札書は入札期間内に総務部契約課に持参して入札箱に投入すること。 
初度の入札書は、入札の権限を有している者が記名押印し、使用印鑑として本

市に届け出ている印鑑を押印すること。（ただし、入札書に記載した日付以前に作
成された委任状の同封・提出がある場合を除く。） 
特別の事由により郵便により入札書を提出しようとする者は、東広島市物品調

達等及び委託役務条件付一般競争入札公告共通事項細則に定めるところによるも
のであること。 

ク 開札日時 令和３年１２月１３日 

午前 10 時 40 分 

開札場所 
入札室（東広島市西条栄町８番２９号 本庁本館４階） 
開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札がないときは、

開札日の翌日以降に再度の入札（１回目）を実施するものとする。再度の入札（１
回目）は、開札の立ち会いの有無に関わらず初度の入札参加者全員が参加できる
ものとする。 
 再度の入札（１回目）を実施する日時、場所等の詳細は初度の入札に参加した
者に対してファックスにより通知を行う。 
 再度の入札（１回目）の結果、予定価格の制限の範囲内での入札がなかったと
きは、直ちに入札会場で再度の入札（２回目）を行う。 
 再度の入札は、２回目まで行う。 

 

５ 資格要件確認資料の提出 
本案件は、入札に参加する者に必要な資格を確認するために必要な資料（以下「資格要件確認資料」という。）の提出を求めない。 

 

（１）提出書類 

書類の区分 
提出書類 

（○印） 
備考 

ア 入札参加資格確認申請書  

様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。 

イ 入札参加資格要件総括表  

ウ 誓約書  

エ 配置予定技術者届出書  

オ 履行実績確認表  

カ 履行実績証明書（物品・委託役務）  

キ 法令等による登録等を確認するための資料   
ク その他   

（２）提出部数は、１部とし、提出した資格要件確認資料は、返却しない。 
（３）提出期限   
（４）提出先 「６ 問い合わせ先（契約担当課）」のとおり。 
（５）その他 

入札参加者は、資格要件確認資料を指定された提出期限までに提出できるよう事前に準備しておくこと。 
資格要件確認資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 
資格要件の審査のために必要があると認めるときは、期限を定めて資格要件確認資料の補正や追加資料の提出を求めることがある。 
資格要件確認資料に虚偽の記載をした者に対しては、指名除外措置を行うことがある。 

６ 問い合わせ先（契約担当課） 

総務部契約課 物品役務係 
東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階） 
電話番号 ０８２－４２０－０９３０ 
ファックス番号 ０８２－４３１－００７７
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令和３年度償却資産データパンチ業務仕様書 

 

 

 

 

１ 業務名 

令和３年度償却資産データパンチ業務 

 

２ 目的 

令和３年度償却資産データパンチ業務（以下「本業務」という。）は、償却資産申告書及び

種類別明細書（以下「申告書等」という。）のデータパンチを委託業務により行うことで東広

島市財務部資産税課のデータ処理の正確性と作業効率の向上を図ることを目的とする業務であ

る。 

 

３ 契約期間 

  契約締結日の翌日から令和４年３月３１日まで 

 

４ 履行場所  

（１）履行場所 受注者が所管する作業場で発注者に届け出た場所 

（２）履行場所の要件 

作業場は、次の要件を満たすものとし、契約締結後に作業場の所在地及び連絡先等を発

注者に届け出ること。また、発注者が作業場への立入検査を求めたときは、受注者側の業

務実施責任者の立ち合いのもとで応じること。 

ア 履行場所の保管物の保安と施錠について受注者が管理権限を有していること。 

イ 情報保護には、必要かつ十分な管理的措置が講じられていること。 

ウ 火災や自然災害等に対しても保管物を厳重・安全に管理できる頑強な構造の建築物内

であること。 

 

５ 準拠する法令等 

本業務の実施にあたっては、本仕様書によるほか下記の関係法令等を遵守して実施するもの

とする。 

 （１）地方税法 

 （２）東広島市契約規則 

 （３）東広島市個人情報保護条例 

（４）その他関係法令 
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６ 納入期限等 

申告書等受渡予定日 発注予定数量（※） 納入予定 

令和４年 １月２８日（金） 
第１回パンチ委託 

（約３，０００件） 
 

令和４年 ２月 ４日（金） 
第２回パンチ委託 

（約５，０００件） 
第１回納入日 

令和４年 ２月１０日（木） 
第３回パンチ委託 

（約５，０００件） 
第２回納入日 

令和４年 ２月１８日（金） 
第４回パンチ委託 

（約５，０００件） 
第３回納入日 

令和４年 ２月２５日（金） 
第５回パンチ委託 

（約３，０００件） 
第４回納入日 

令和４年 ３月 ４日（金） 
第６回パンチ委託 

（約１，０００件） 
第５回納入日 

令和４年 ３月１１日（金）  第６回納入日 

※ ここでいう発注予定数量は、償却資産申告書及び種類別明細書を合わせた件数である。 

 

７ 疑義 

本業務の実施にあたり、本仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合は、発注者と受注

者双方協議の上、発注者の指示に従い、業務を遂行するものとする。 

 

８ 関係官公署との折衝 

本業務遂行のために関係官公署との折衝が必要な場合は、発注者の指示を受けて受注者が折

衝するものとする。 

 

９ 損害の賠償 

本業務遂行中に発注者又は第三者若しくはその両方に損害を与えた場合は、直ちにその状況

及び内容を連絡し指示に従うものとし、損害賠償などの責任は受注者が負うものとする。 

 

１０ 作業経過の報告 

本業務の実施期間中において受注者は、発注者の指示する担当係員と緊密な連絡を保ち作業

を遂行しなければならない。なお、打ち合わせ事項については、その都度別に定める「作業経

過の報告書」を提出するものとする。 

 

１１ 中間検査 

発注者が中間検査の必要を認めた場合は、受注者は、随時に中間検査を受けなければならな

い。 

 

１２ 成果品の検査・納品 

本業務の成果品については、発注者が認める者の立会の上、検査を受けるものとする。 

 

１３ 契約不適合 

納品の後、成果品に契約の内容に適合しないものが発見された場合は、発注者の指示に従い
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必要な処理を受注者の負担において行うものとする。 

 

１４ 守秘義務 

受注者は、本業務の遂行上知り得た内容について、第三者に漏洩してはならない。 

 

１５ 作業概要 

申告書等の書類を受け取り、履行場所において申告書等のデータパンチ業務を行い、納入場

所に納入する。 

 

１６ 申告書等受け渡し方法 

書面で手交とする。なお、申告書等は種類ごとに①償却資産申告書（電算申告用）、②償却

資産申告書（増減あり用）、③種類別明細書（増加資産・全資産用）、④種類別明細書（減少

資産用）の４束に分けて手交する。データパンチ時の問い合わせに使用するため、各束の書類

が混じらないよう注意すること。 

  

１７ データパンチ 

  発注者に届け出た履行場所において、データパンチ業務を行う。詳細については、別紙の東

広島市償却資産申告書入力説明書（本仕様書 P5～P7）及びデータレイアウトを参照のこと。 

なお、受注者は検証入力（ベリファイ）を最低 1回は必ず行うこととする。 

 

１８ 成果品納入方法 

東広島市財務部資産税課に直接持参とする。また、各回の申告書等は成果品の納入と同時に

返却すること。なお、成果品の仕様については次のとおりとする。 

   

１９ 成果品の仕様 

（１）媒体はＣＤ－ＲまたはＤⅤＤ－Ｒとし、各受渡日につき１枚を納品すること。 

 （２）ファイル形式はテキスト（.txt）、文字コードは Shift-JISとする。 

 （３）ファイルは１６の①～④の束ごとに別データとすること。なお、ＣＤ－Ｒ等への書き込

みについては、1枚のＣＤ－Ｒ等に同じ受渡日の４データを書き込むこと。 

  

２０ 委託料の支払い 

（１）委託料の計算方法 

本業務にかかる委託料の支払いは履行分類ごとの単価に履行数量を乗じて計算した額とする。

なお、各履行分類ごとの単価は小数点以下２位までを有効桁数とし、計算方法は次のとおりと

する。履行数量の確定は、業務完了検査により行うため、業務完了後に受注者が提出する委託

業務完了通知書において履行分類ごとの履行数量を記載すること。 

ア 消費税及び地方消費税に係る課税事業者の場合 

次表に示す履行分類ごとの単価に、それぞれ当該履行分類における履行数量を乗じて計

算した額を合計した額に、当該合計額の１００分の１０に相当する額（その額に円単位未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を加算して計算した額。なお、計算過

程における履行分類ごとの合計金額に円単位未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てるものとする。 

イ 消費税及び地方消費税に係る免税事業者の場合 

次表に示す履行分類ごとの単価に、それぞれ当該履行分類における履行数量を乗じて計

算した額を合計した額。なお、計算過程における履行分類ごとの合計金額に円単位未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（２）委託料（単価契約）に含むもの 
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申告書受け渡し及び成果品納入については、入札金額に含めることとする。なお、入力ミ

ス又は本市システムに取り込んだ際に不具合の発生が認められた場合、その解消は発注者の

責によるものを除き、受注者の負担により行う。その他一切の経費についても上記契約単価

に含むものとする。 

 

（３）発注予定数量について 

本業務においてデータ化を依頼する件数には変動がある。ただし、上限・下限は次のとお

りとする。履行数量がこの上限・下限の範囲を超えるときは発注者と受注者が委託料（単価

を含む。）について協議の上、必要があると認めるときは変更契約の締結を行うものとする。 

 

発注予定数量 

履行分類 
発注予定数量（件） 

（下限～上限） 
契約単価（円／件） 

償却資産申告書 
15,000件 

（11,000件～15,000件） 

 

種類別明細書 
7,000件 

（4,000件～7,000件） 

 

※単位：成果品のＣＳＶの一行をもって一件とする。 

※各履行分類の契約単価は小数点以下２位までを有効桁数とする。 

 

参考（過去の履行件数） 

履行分類 R02 R01 Ｈ30 Ｈ29 

データパンチ（償却資産申告書） 15,176件 11,599件 13,076件 14,140件 

データパンチ（種類別明細書） 7,138件 6,882件 7,805件 5,128件 

※過去の履行件数は参考であり、本業務における履行件数の変動の範囲を保証するものではない。 

 

２１ 問い合わせ先（発注担当課） 

 東広島市財務部資産税課家屋係 

 電 話 （082）420-0911 

 ＦＡＸ （082）420-0430 
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東広島市償却資産申告書入力説明書 

 

項目 項番 カラム 桁数 説明 

所有者コード ① 001-008 8 

必須、左詰、記入なし・桁オーバ

ー・桁不足等の場合は問い合わせ

る。 

自由項目 ② 009-020 12 スペース 

行番号 ③ 021-022 2 

必須、行番号は必ず上欄は 11から

17、下欄は 21から 27。21から 27 

がないときは 11から 17のみ入力。 

取
得
価
格 

前年前取得(イ) ④ 023-035 13 必須、右詰 

1行につき、0の場

合及び記入のない

場合は 0埋め。 

前年中減少(ロ) ⑤ 036-048 13 必須、右詰 

前年中取得(ハ) ⑥ 049-061 13 必須、右詰 

計(ニ) ⑦ 062-074 13 必須、右詰 

自由欄 ⑧ 075-080 6 スペース 

取
得
価
額 

自由欄 ⑨ 023-035 13 スペース 

評 価 額(ホ) ⑩ 036-048 13 必須、右詰 記入のない場合は

打ち込み不要。 

1行につき、記入の

ある場合で 0 の場

合及び記入のない

場合は 0埋め。 

決 定 価 格(ヘ) ⑪ 049-061 13 必須、右詰 

課税標準額(ト) ⑫ 062-074 13 必須、右詰 

自由欄 ⑬ 075-080 6 スペース 

 

※  必須部分の記入漏れ等は問い合わせること。 

※ 増減ありの申告書の場合は、行番号 21-27の入力は不要。 

 

【参考】 

① 行番号 （11-17） 

前年中に取得したもの（イ）－前年中に減少したもの（ロ）＋前年中に取得したもの（ハ） 

＝計（ニ） 

② 行番号 （11-17） 

11＋12＋13＋14＋15＋16＝17 

③ 行番号 （21-27） 

    21＋22＋23＋24＋25＋26＝27 
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東広島市償却資産種類別明細書（増加資産・全資産用）入力説明書 

項目 項番 カラム 桁数 説明 

所有者コード ① 001-008 8 

必須、左詰、記入なし・桁オーバ

ー・桁不足等の場合は問い合わせ

る。 

データ区分 ② 009 1 

必須、 

「2」（追加） 

を固定で入力する。 

資産の種類 ③ 010 1 
必須、1から 6まで。 

空欄の場合は問い合わせる。 

資産コード ④ 011-018 8 スペース 

資産の名称等 ⑤ 019-058 20 

必須、左詰。 

漢字または全角カナ、全角英数字。 

SJIS 文字コード最大 20 文字とし、桁オー

バーのときは、適宜入力できるところまで

入力する。 

数量 ⑥ 059-061 3 
必須、右詰 

未記入の場合は 1を入力 

取
得
年
月 

年号 ⑦ 062 1 
必須、昭和 3、平成 4、令和 5、未

記入の場合は年で判断して入力。 

年 ⑦ 063-064 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

月 ⑦ 065-066 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

取得価額 ⑧ 067-079 13 必須、右詰。 

耐用年数 ⑨ 080-081 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

（空欄） ⑩ 082-097 16 スペース 

特例コード ⑪ 098-099 2 スペース 

増加事由 ⑫ 100 1 
必須、○がつけてある番号を入力、

未記入の場合は 4を入力 

減少事由 ⑬ 101 1 スペース 

減少区分 ⑭ 102 1 スペース 

※ 必須部分の記入漏れ等は問い合わせること。 

ありえない数字の場合は問い合わせること。 
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東広島市償却資産種類別明細書（減少明細）入力説明書 

項目 項番 カラム 桁数 説明 

所有者コード ① 001-008 8 

必須、左詰、記入なし・桁オーバ

ー・桁不足等の場合は問い合わせ

る。 

データ区分 ② 009 1 

必須、 

「1」（削除） 

を固定で入力する。 

資産の種類 ③ 010 1 
必須、1から 6まで。 

空欄の場合は問い合わせる。 

抹消コード ④ 011-018 8 

必須、桁オーバー・桁不足・記入

漏れ等の場合は問い合わせるこ

と。 

資産の名称等 ⑤ 019-058 20 全角スペース 

数量 ⑥ 059-061 3 必須、右詰 

取
得
年
月 

年号 ⑦ 062 1 
必須、昭和 3、平成 4、令和 5、未

記入の場合は年で判断して入力。 

年 ⑦ 063-064 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

月 ⑦ 065-066 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

取得価額 ⑧ 067-079 13 必須、右詰。 

耐用年数 ⑨ 080-081 2 必須、一桁の場合は前にゼロ入力。 

（余白） ⑩ 082-097 16 スペース 

特例コード ⑪ 098-099 2 スペース 

増加事由 ⑫ 100 1 スペース 

減少事由 ⑬ 101 1 
必須、○がつけてある番号を入力、

未記入の場合は 4を入力 

減少区分 ⑭ 102 1 
必須、○がつけてある番号を入力、

未記入の場合は 1を入力 

※ 必須部分の記入漏れ等は問い合わせること。 

ありえない数字の場合は問い合わせること。 

 



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0

③行番号

11：構築物

12：機械及び装置

13：船舶

14：航空機

15：車両及び運搬機

16：工具、器具及び備品

17：合計

電算申告の場合のみ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0

③行番号

21：構築物

22：機械及び装置

23：船舶

24：航空機

25：車両及び運搬機

26：工具、器具及び備品

27：合計

13 13 13 6

100

X X X X

ﾊﾞｲﾄ 8 12 2 13

評価額 決定価格 課税標準額 （余白）

属性 X X X X

⑩ ⑪ ⑫ ⑬

項目 所有者コード （余白）
行
番
号

（余白）

項番 ① ② ③ ⑨

100

作成日 P.1/1

（余白）

レコード形式

承認  作成ファイルレコードレイアウト

ブロック長

属性

ﾊﾞｲﾄ

ファイル名称 ファイル種別 レコード長

C7 ファイル設計 ワークシート C7.4

2

償却資産パンチデータ　（申告書） ＳＡＭ 80

項目

項番

（余白）

①

所有者コード

X

8

④

前　年　前
取　得　価　格

X

13

②

X

12

③

行
番
号

X

⑥

前　年　中　取　得
取　得　価　格

X

13

⑤

前　年　中　減　少
取　得　価　格

データレイアウト（償却資産申告書）

X

13

⑧

X

6

⑦

合　　計
取　得　価　格

X

13



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0

② ③ ⑫

X X X

1 1 1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 0

⑬ ⑭

X X

1 1

②データ区分 ③資産の種類 ⑦取得年月 ⑫増加事由 ⑬減少事由 ⑭減少区分

1：削除 1：構築物 和暦（年号＋年＋月）で指定する。 1：新品取得 1：売却 1：全部

2：追加 2：機械及び装置 例；平成２３年１０月取得 2:中古品取得 2：滅失 2：一部

3：更新 3：船舶 ↓ 3:移動による受入 3：移動

4：資産減少 4：航空機 4：その他 4：その他

5：車両及び運搬機

6：工具・器具及び備品

増
加
事
由

減
少
事
由

減
少
区
分

（　余　白　）

X

16

特
例
コ
ー

ド

X

2

取　得　価　格

X

13

耐
用
年
数

X

2

資
産
の
種
類

資産コード
（抹消コード）

X

8 3

取得年月
（和暦）

X

5

⑨

資産の名称等

N

40

① ④ ⑤

所有者コード

X

8

⑩ ⑪

42310

数
　
量

X

⑥ ⑦ ⑧

償却資産パンチデータ （種類別明細） ＳＡＭ 102

項目

項番

項番

デ
ー

タ
区
分

項目

属性

ﾊﾞｲﾄ

属性

ﾊﾞｲﾄ

200

100

ブロック長ファイル名称 ファイル種別 レコード長

C7 ファイル設計 ワークシート C7.4

データレイアウト（種類別明細書）

作成日 P.1/1

レコード形式

承認  作成ファイルレコードレイアウト








